
課資料

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

市民参画・協 ①市民 ①協働の基本的な 講座・研修会等参 目標 340 370 410 470 市民活動団体 ①市民活動団体 ①自主的・自立的 支援した市民活動 目標 51 55 59 61
① 人 ① 団体

働の理解促進 考え方の理解促進 加者数 実績 399 - - - への支援 （目的型団体） 活動を支援し、活 団体数（累計） 実績 53 - - -

②市民活動参加か 市民活動センター 目標 9,000 11,000 14,000 18,760 動を増やす。 市民活動センター 目標 9,300 9,305 9,310 9,315
② 人 ② 人

ら市民参画へつな 利用者数 実績 8,924 - - - 登録団体構成員数 実績 9,366 - - -

げる。 災害分野ボランテ 目標 38 43 48 53 市民活動団体への 目標 46 48 50 52
③ 人 ③ 団体

③災害ボランティ ィア登録者数 実績 77 - - - 活動依頼数 実績 34 - - -

ア活動者を増やす 目標 目標
④ ④

。 実績 実績

多様な主体と ①事業者 ①②相互に連携す センターにおける 目標 126 128 130 132 地域活動の充 ①市民活動団体 ①自主的・自立的 市民活動モデル町 目標 17 17 18 18
① 団体 ① 団体

の連携強化 ②市民活動団体 る。 活動団体登録数 実績 118 - - - 実 （地縁型団体） 活動を支援し、活 会支援事業町会数 実績 20 - - -

事業者と協働して 目標 18 19 20 21 ②職員 動を増やす。 デジタル活用し情 目標 4 5 6 7
② 事業 ② 町会

いる事業数 実績 11 - - - ②協働して地域課 報発信する町会数 実績 2 - - -

センター利用者会 目標 32 33 34 35 題に取組む。 地域担当職員活動 目標 60 62 64 66
③ 団体 ③ 回

議参加団体数 実績 74 - - - 回数（単年度） 実績 22 - - -

目標 目標
④ ④

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・市民活動を担う人材の発掘と育成を図るため、市民活動センターや市民活動団体と連携し児童生徒学生向けの啓 【施策の取組方針達成状況】

発を行うほか、研修や講座を開催する。 □ 全て達成 ・市民活動を担う人材の発掘と担い手の育成は、市民活動講演会やボランティア講座の開催、佐野短大や中学校

・市民活動センターや社会福祉協議会と連携し災害ボランティア活動推進条例の周知・啓発を行う。 における出前講座等、市民活動センターや社会福祉協議会と連携し、市民活動に関する情報の発信を行った。
取組

・市民活動参画支援事業や地域活性化支援事業を実施するとともにその後の活動を支援する。 ■ 一部未達成 ・学校等における講座の中で、災害ボランティア活動推進条例についても周知・啓発を行った。
方針

・市民活動センターと連携し市民活動の方向性に合わせた情報を発信する。 ・市民活動団体等に対し、助成金の交付及びHPやSNSによる活動の紹介を行い、継続的な活動を支援した。

・協働ガイドブックを作成するとともに、市民協働推進員制度を活用した協働事業を推進する。 □ 全て未達成 ・市民活動センターのHPやSNSの発信内容について見直しを行

令

い、活動の活発化につ

和

ながる情報発信を行っ

５

た。
施

・地域担当職員

年

制度内容の見直しを行

度

う。 ・県のアドバイザ

　

ー制度を活用し、市民

施

協働ガイドブックの作

策

成に取り組んだが、年

・

度内には完成しなかっ

基

た。
策

・町会長連合会

本

と連携し、町会運営の

事

課題を抽出する。 市民

業

協働推進員に協働調査

マ

を実施し、市民活動情

ネ

報の提供を行った。

・

ジ

市民活動モデル町会支

メ

援事業の周知により取

ン

組団体を増やすととも

ト

に、支援した活動の継

シ

続を促す。 □ 全て達成

ー

・地域担当職員の要件

ト

を見直し、副主幹以下

　

にも募集を行った。

・

（

町会長連合会と連携し

令

、町会の再編を見据え

和

た支援制度について調

４

査・研究を行い、制度

年

の内容を検討した。
成

度

果
■ 一部未達成 【成果

実

指標達成状況】
指標

・

績

「市民活動をしている

に

割合」は、目標を達成

基

した。

□ 全て未達成 ・

づ

「市民活動に携わって

く

いる団体数」は、活動

評

を休止している団体等

価

を調査して整理したた

）

め、減少となった。

・

 

「協働した事業数」コ

作

ロナ禍により地域活動

成

が制限を受け、前年よ

日

り微増にとどまり未達

 

成となった。

基本事業

 

名 令和4年度基本事業

令

の取組方針 基本事業の

和

取組方針・成果指標達

 

成状況 基本事業名 令和

6

4年度基本事業の取組

年

方針 基本事業の取組方

 

針・成果指標達成状況

3

市民参画・協働の ・市

月

民協働への理解促進の

 

ため、児 取組方針 ■ 全

5

て達成 □ 一部未達成 □

日

全て未達成 市民活動団

基

体への ・中山間地域を

本

はじめとする地域の 取

目

組方針 ■ 全て達成 □ 一

標

部未達成 □ 全て未達成

名

理解促進 童生徒学生向

0

けの啓発を行う。 成果

7

指標 □ 全て達成 ■ 一部

市

未達成 □ 全て未達成 支

民

援 魅力向上と活性化を

参

図るため、市民 成果指

加

標 □ 全て達成 ■ 一部未

に

達成 □ 全て未達成

・市

よ

民活動を担う人材の育

る

成と発掘 【基本事業の

自

取組方針達成状況】 活

立

動団体の自主的な取組

し

を継続的に 【基本事業

た

の取組方針達成状況】

ま

のため、研修や講座を

ち

開催し、市民 ・市内短

づ

大及び中学校において

く

市民活動・ボランティ

り

アに関する講 支援する

市

。 ・サイクルタウンさ

民

の推進委員会、飛駒の

生

SDGｓを考える会の

活

２団

活動への理解を深

課

め市民参画の機会 座を

政

実施した。 ・誰もが安

策

心して市民活動に取り

体

組 体に補助金を交付し

系

て活動を支援した。

を

政

提供する。 ・市民及び

　

職員に対し協働に関す

策

る研修会や講座を実施

　

した。 めるよう、市民

名

活動補償制度の実施 ・

0

市民活動補償制度を運

1

用し、２件の事故補償

人

を行った。

・市民活動

権

センターや社会福祉協

を

議 【成果指標達成状況

尊

】 運用を行う。 【成果

重

指標達成状況】

会と連

し

携し災害ボランティア

た

活動推 ・「講座・研修

市

会等参加者数」は目標

民

を達成した。 「支援し

参

た市民活動団体数」は

加

予定より多くの申請が

に

あり、目標を

進条例の

よ

周知啓発と活動につな

る

がる ・「市民活動セン

ま

ター利用者数」は、コ

ち

ロナ禍の収束により市

づ

民活 達成した。

取組を

く

行う。 動も活発化して

り

増加傾向であるが、目

施

標には届かなかった。

策

・「市民活動センター

主

登録団体構成員数」は

管

、新規の登録団体が増

課

・社協における「災害

長

分野ボランティア登録

施

者数」は、災害ボラン

　

え目標を達成した。

テ

策

ィア連絡会議の活動が

　

活発化し、目標を達成

名

した。 ・「市民活動団

0

体への活動依頼数」は

1

、コロナ禍によりボラ

市

ンティ

ア活動等が制限

民

され、目標未達成とな

と

った。
基

本

事
多様な主

協

体との連 ・市民活動セ

働

ンターと連携し、効果

し

取組方針 □ 全て達成 ■

た

一部未達成 □ 全て未達

地

成 地域活動の充実 ・市

域

民活動モデル町会支援

づ

事業の周 取組方針 ■ 全

く

て達成 □ 一部未達成 □

り

全て未達成
業

携強化 的

の

な情報発信と情報共有

推

のため情報 成果指標 □

進

全て達成 ■ 一部未達成

水

□ 全て未達成 知により

上

取組団体を増やすとと

　

もに 成果指標 □ 全て達

聡

成 ■ 一部未達成 □ 全て

施

未達成

発信方法を工夫

策

する。 【基本事業の取

関

組方針達成状況】 、支

係

援した活動の継続を促

課

す。 【基本事業の取組

政

方針達成状況】

・協働

策

事業に関するガイドブ

調

ックを ・センターにお

整

いて独自にアドバイザ

課

ーを導入し、情報発信

、

方法の ・地域担当職員

秘

制度内容の見直しを ・

書

モデル町会支援事業に

課

は新規に２町会より応

、

募があり、助成金の

作

行

成するとともに、市民

政

協働推進員 改善に取り

経

組んだ。 行い、地域の

営

課題解決への取組みを

課

交付を行った。

制度を

、

活用し協働事業を推進

市

する。 ・県のアドバイ

民

ザー制度を活用し、ガ

課

イドブックの作成に取

（

り組ん 支援する。 ・地

支

域担当職員の要件を見

所

直し、副主幹以下にも

）

募集を行った。

・多様

、

な主体とより良い関係

農

を構築 だが、内容を充

政

実させるため年度内に

課

は完成しなかった。 ・

、

町会活動の活性化を図

農

るため、町 ・町会長連

山

合会と連携し、町会の

村

再編を見据えた支援制

振

度について

できるよう

興

、交流する機会を創出

課

す ・センターにおいて

、

、団体の相互連携・情

生

報交換の場として「し

涯

ゃ 会活動の支援を行う

学

。 調査・研究を行い、

習

制度の内容を検討した

課

。

る。 べり場」を３回

１

開催し、相互連携の活

．

発化を図った。 ・町会

施

長連合会と連携し、町

策

会運営 ・町会運営の課

の

題に関する調査を行い

目

、フィードバックを行

的

った。

【成果指標達成

と

状況】 の課題を抽出す

成

るとともに、町会の 【

果

成果指標達成状況】

・

把

「活動団体登録数」は

握

、精査して整理したた

こ

め減少となった 情報発

の

信方法について、研究

施

する。 ・「モデル町会

策

支援町会数」は新規・

は

継続を含め目標を達成

、

した。

・「事業者と協

誰

働している事業数」は

、

前年より減少し、目標

何

未達成 ・「デジタル活

を

用町会数」は、新規に

対

取り組む町会がなかっ

象

た。

となった。 ・「地

と

域担当職員活動回数」

し

は、コロナ禍により、

て

地域活動や事業

・「セ

い

ンター利用者会議参加

る

団体数」は、講演会と

か

連動して開催し が制限

対

されたため、目標値を

象

大幅に下回った。

たこ

指

とにより、大幅に目標

標

を上回った。

４．施策

単

の基本情報
社会情勢変

位

化、国・県の動向、市

R

民・議会意見等 施策の

4

成果向上に向けての役

R

割分担

・平成20年に

5

NPO法人の設立認可

R

に関する事務等が県よ

6

り市に移譲された。 市

R

民 事業所 行政

施 ・平成

7

31年1月佐野市の自

①

治の基本を定めた「佐

市

野市自治基本条例」が

民

施行された。　　　　

活

　　　　　 ・事業所、

動

行政と相互に理解を深

に

め、対等な立 ・市民、

対

行政と相互に理解を深

す

め、対等な立 ・市民、

る

事業所と相互に理解を

、

深め、対等な

策 ・令和

市

2年4月に地方公務員

民

法及び地方自治法の一

の

部を改正する法律によ

意

る地方公務員法の改正

識

により、町会 場で協働

や

する。 場で協働する。

動

立場で協働する。

の 長

向

は非常勤特別職の身分

を

を喪失した。 ・市民活

把

動の自主性、自立性を

握

尊重する。 ・市民活動

す

の自主性、自立性を尊

る

重する。 ・市民活動の

た

自主性、自立性を尊重

め

する。

基 ・令和元年東

。

日本台風の被災により

①

、ボランティア活動へ

市

の関心の高まりと町会

民

等のコミュニティの役

①

割や ・市民活動に関す

市

る理解を深めるととも

人

に、市 ・地域社会の一

口

員として、市民活動に

人

関する ・佐野市市民活

1

動推進計画に基づき、

1

協働の

本 重要性が再認

5

識された。 民活動に積

,

極的に参加するよう努

7

める。 理解を深め、自

0

発的に市民活動の発展

0

及び推 まちづくりを推

-

進する施策を実施する

-

。　

本 ・令和3年6月

-

市民活動補償制度開始

②

により安心して市民活

活

動ができる環境が整備

動

された。 進に協力し、

団

これを支援するよう努

体

める。 ・施策の実施に

数

当たり、市民、市民活

の

動団体

情 ・令和3年7

増

月1日施行の「災害ボ

加

ランティア活動推進条

数

例」が施行された。 及

に

び事業者の意見が反映

よ

されるよう努める。

報

り

５．施策全体の総括・

、

今後の課題・今後の方

活

向性
施策の成果実績と

性

施策の基本情報及び施

化

策コストに関する全体

を

総括 今後の課題 今後の

把

方向性

・町会長連合会

握

と連携し、町会の再編

す

について調査・研究を

る

行い、支援制度の方向

た

性を決定した。しかし

め

ながら 【令和５年度で

。

解決する課題】 ①市民

施

活動センター等と連携

策

し、災害ボランティア

の

活動推進条例の周

少子

目

高齢化や人口減少等、

的

社会情勢の変化により

②

町会運営に困難が生じ

市

ており、デジタル化に

民

よる負担の軽減等 　町

活

会の再編に対する支援

動

制度の制定 知啓発を行

団

うとともに、市民活動

体

への参画や新たな担い

②

手の人材育成

も視野に

市

引き続き地域課題の解

民

決に取り組む必要があ

活

る。 【令和６年度以降

動

にも引き継がれる課題

に

】 ・確保を行う。

・情

携

報の提供や活動事例の

わ

紹介、講演会や講座等

っ

を市民活動センターと

て

連携し行ったが、人材

い

の発掘と担い手の ①市

る

民のボランティア活動

団

を積極的に行う意欲の

体

醸成による、市民活 ②

数

社会環境の変化に沿っ

団

た市民活動の取組を支

体

援し、市民活動団体の

3

育成に顕著な効果は見

3

られなかった。しかし

8

ながら短大生・高校生

-

等の若い担い手の増加

-

は見られ、継続して取

-

動の新たな担い手の育

③

成と確保 活性化を図る

町

とともに、市民協働推

会

進員を活用して多様な

の

主体との協

り組んでい

動

く必要がある。 ②社会

向

環境の変化に沿った市

を

民活動支援と協働の推

把

進 働事業の推進をする

握

。

・地域活性化支援事

す

業により２団体、地域

る

課題に取組む市民活動

た

参画支援事業７団体、

め

市民活動モデル町会支

。

援 ③市民活動団体の自

「

主的・積極的な取組に

対

よる地域活性化の推進

　

③各種支援事業の周知

象

により取組団体を増や

」

すとともに、支援した

③

活

事業３町会に補助金

事

を交付するなど、市民

業

活動団体の自主的な取

者

り組みと継続的な活動

③

を支援した。 ④継続的

市

な地域担当職員制度運

内

用と地域との協働推進

の

動の継続を促し、地域

事

の活性化につなげる。

業

・市民活動団体の相互

所

連携を強化するのため

数

、市民活動センターの

（

ホームページやメール

Ｈ

配信による情報提供や

2

⑤町会長連合会との連

8

携による地域課題への

経

対応 ④継続的な地域担

済

当職員制度の運用を図

セ

り、地域との協働を推

ン

進する

、定期的な情報

サ

交換の場の設置、市民

ス

活動保険へ加入する等

調

、市民活動団体を支援

査

した。 ⑥市民活動の拠

）

点である市民活動セン

事

ター運営の充実 。

・現

業

在の市民活動センター

所

の指定管理契約が令和

6

5年度で満了するため

,

、令和6年度からの指

2

定管理に向けた手続 【

3

令和６年度重点課題】

6

⑤町会長連合会と連携

-

し、地区町会長協議会

-

の活性化と町会運営の

-

課

きを進める必要があ

④

る。 ⑦町会のデジタル

市

化の支援 題解決を図る

の

。

・コロナ禍により市

事

の事業や市民活動が制

業

限されたため、市民協

で

働推進員を活用しての

、

事業委託をはじめとす

協

る ⑥市民活動の活性化

働

につながるよう、指定

し

管理者と綿密に連携し

て

、市

協働事業の推進を

い

図ることができなかっ

る

た。 民活動センター運

事

営の充実を図っていく

業

。

・町会長連合会に対

数

し新型コロナウイルス

に

感染症対策事業費補助

よ

金を交付し、感染防止

り

に係る事業を支援した

推

。 ⑦町会運営の負担を

進

軽減するため、町会か

度

らの情報発信や連絡調

合

整等

・地域担当職員制

い

度においては、コロナ

を

禍により地域の会議等

把

が開催されず、地域担

④

当職員の活動が十分に

成

でき に寄与するための

果

デジタル化の方策を検

指

討する。

なかった。

・

標

市民と協働した地域づ

握

くりの推進に関する令

す

和4年度の決算額10

る

6,134,266円

た

で、令和3年度112

め

,578,620円に

。

比

べ約640万円減と

こ

なった。その主な要因

の

は、コミュニティセン

施

ター・集落センター等

策

の施設整備・改修・備

に

品購

入支援などの事業

よ

費の減によるものであ

っ

る。

て、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7 設定の考え方

①市民活動に参加する市民を増やし、市民活動団体の活動 市民活動に参加している、もしくは参加し 目標 67 70 72 73
① ％

へつなげる。 たことがある市民の割合 実績 67 - - -

②市民活動団体の活動を支援し、活性化を図る。 市民活動に携わっている団体増加数 目標 3 3 3 3
施策の目的 ② 団体

②③市民活動団体、事業者との協働を推進する。 （単年度） 実績 -22 - - -
「意　図」

町会加入世帯割合 目標 85 86 87 88 ① 市政に関するアンケート調査
③ ％

実績 83.1 - - - 成果指標の ② 市民生活課資料

協働した事業数（単年度） 目標 141 146 151 156 取得方法 ③ 市民生活課資料
④ 事業

実績 127 - - - ④ 市民生活


